
保健所の危機にICTと個人情報の知
見で立ち向かう

～コロナ禍におけるデジタル戦記～

みなと保健所保健予防課 感染症対策担当

港区情報政策スペシャリスト 日野 麻美
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はじめに 今日お話しすること
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• 行政のシステムをめぐるこれまでの経過

• マイナンバー制度導入で見えてきた課題とデジタル関連法

• 感染拡大により混乱する新型コロナウイルス感染症対策に兼務従事し

た中で見えた、個人情報保護とシステム構築の課題

• ワクチン接種記録システムのVRS(内閣府)とワクチン接種円滑化システ

ムのV-SYS(厚生労働省)から見えた課題

• デジタル関連法に期待する解決策



行政の中でのICT化と情報法制の経緯

• 昭和40年代～ 大量定型的事務バッチ(一括)処理導入 税・国保など

• 昭和50年代後半 オンラインによる個別随時処理導入 住民基本台帳など

• 平成12年～ e-JAPAN構想、IT戦略本部設置、高度情報化NW社会基本法制定

• 平成14年～ 住民基本台帳ネットワーク開始、行政手続オンライン化法制定

• 平成15年～ 公的個人認証開始、個人情報保護法制定、ネットワーク分離

• 平成20年代 システムのオープン化で導入コストや導入期間を低減

仮想化やクラウド化でハードウェアコストを低減

• 平成27年 マイナンバー法制定、特定個人情報保護評価の導入

• 令和３年 デジタル関連法制定・改正
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行政システムへの反対運動からみた情報法制の経緯
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• 昭和40年代 人口増による業務量増で大量定型的事務バッチ(一括)処理導入

→ 労働組合から反合理化闘争 ラッダイト運動的な導入阻止も

• 昭和50年代 オンライン随時処理導入 → 労働安全衛生委員会でVDT作業基準

グリーンカード(納税者番号制度) → 反対運動で廃案

• 平成10年代 住基ネット、行政手続オンラインに国民総背番号制反対運動

→ 個人情報保護法制定、住基コード秘密番号化、NW分離

オンライン結合禁止規定条例化

• 平成20年代 マイナンバー反対運動 → 利用できる事務と情報提供を受けられる

事務等を明文化、各実施機関で分割管理、特定個人情報保護評価



マイナンバー制度のロードマップ２０２１版5

• システムの構築、改

修については、多額

の交付金

• 各自治体のシステム

はバラバラの仕様で

進めてきたため、構

築経費は高止まり

• 保護法制は自治体

ごとにバラバラ

→2000個問題



マイナンバーシステム概要
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• データの個別管理と結合制限から、

複雑な構成と規制に

• 情報提供ネットワークについては、

９か月前に個人情報保護委員会に業

務を申請して、利用開始

→ワクチン接種記録システムVRS

からの連携利用は令和4年6月予定



デジタル関連法が解決するもの
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• 個人情報保護法制の一元化

• システムの標準化

• オンライン手続インフラの整備

• 各種給付体制の整備

→システム構築・導入・維持経費、業務の

運営経費が大幅に下がる



感染症法基礎知識 発生届は「居所」の保健所へ

• 新型コロナウイルス感染症の発生届は、診断した医療機関所在地の保健所へ

• 積極的疫学調査では、感染した時にさかのぼって、どこにいたかを調べる

• 「居所」だけが必要

• 観光客が多い、会社が多い、飲食店が多い街 → いる場所近くの病院へ

• 住民登録上の人口が多い少ないではなく、昼間人口と夜の街人口の多い街、

• 滞在者が多い街、医療機関が多い街で、コロナ発生は多い

• 患者さんの住民登録区市町村名公表は、違法行為です
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感染症公表の基準と「人権尊重」の感染症法前文

• 我が国においては、過去にハンセン病、後天性免疫不全症候群等の感染症の患

者等に対するいわれのない差別や偏見が存在したという事実を重く受け止め、

これを教訓として今後に生かすことが必要である。
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FAXで届く申請書と電話で問合わせ 2020.4.21

• 発生届を出した医療機関や他の保健所に、深夜までひた

すら電話をかけまくる

• 複数の家を持っている、事務所がある、会社がある等々、

発生届に書いてある住所っていったいどこ??

• ドクターの書いた字が達筆すぎて読めません…

• 発生届を出した医療機関に入院していない場合は、患者

さんが帰った居所（住民登録地ではなく）の管轄保健所

にまたまたファックスで「移管」

• 発生届をもとに、LGWAN経由でNESID（感染症サーベイラ

ンスシステム）に情報入力
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感染症事務はマイナンバー事務！ 2020.4.22

• 兼務チームが担当したのは、発生届の管理と感染症の医療費公費負担事務

• 公費負担申請書を見ると見慣れた１２桁の枠・・・マイナンバー記載欄が!!!

• PIA（特定個人情報保護評価書）を引っ張り出して、感染症の医療費事務は、

住基ネットで全国サーバ、都道府県サーバともに照会できること、情報提供

ネットワークシステムから情報照会できることを確認

• 公費負担事務で調べられるのは、基本４情報（住民登録地、氏名、生年月日、

性別）、マイナンバー、税情報、加入医療保険

• 情報提供ネットワークシステムや庁内連携情報照会用の行政端末を確保

• 住民基本台帳ネットワーク端末は、ＮＷが無くて本庁舎に借りに行く
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兼務開始日に運命のツィート 2020.4.23

• 他の保健所から電話照会があると、「システム担当部門に

言って、中間サーバー照会できる端末置いてもらって」、

と、解説してから回答

• 保健所長が都内保健所長会のメーリングリストに流す

• 一方、「もうやめようよ、手書きの発生届」ツィート

• 河野大臣→平副大臣に、後に気が付けば、同日、特命随契

でHER-SYSこと「新型コロナウイルス感染者等情報把握・

管理支援システム」の構築開始
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電子母子手帳インフラで健康観察 4/24～28

• ６月に稼働予定のみなと電子母子手帳のイ

ンフラ上に、濃厚接触者や検疫者向け健康

観察システム構築開始

• 動作検証と進行管理を任される

• 保健師さんが朝晩、電話をかけて確認して

いた負担がなくなる

• 急な体調変化や報告漏れ→アラートメール

が届くため、迅速に対応できる

• ４月３０日運用開始とプレスリリース
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東京都からまさかの逆風 2020.4.29

• 保健所長会メーリングリストを読んだ都の職員から愚痴

• 指定感染症は、マイナンバー制度開始時、マイナンバー事務じゃ

ないと法務担当に断言されて、なにも用意できてない

• 曰く、新型コロナウイルス感染症は、新型インフルエンザ特措法

に基づく「指定感染症」で、感染症法を準用する事務

• 法務部門＞＞【超えられない壁】＞＞福祉部門
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三省連名通知での支援

• 複数の自治体から、通知が届

きました、通知が嬉しくて泣

きました、の電話

• 連休中も毎日出勤して、健康

観察アプリの動作確認

• 最初のユーザーは職員の濃厚

接触者管理→人事課の業務負

担軽減に
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感染症事務はマイナンバー事務、リターンズ
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感染症事務は住基ネット本人確認情報利用事務
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ＨＥＲ－ＳＹＳとは？18



接触確認アプリcocoaはHER-SYSの一部分
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HER-SYSから見えた課題20

• 要配慮個人情報の扱い

• 行動履歴や医療情報など
のビックデータ

• 多様なユーザの存在

• インターネット上のパブ
リッククラウド

• 統一的管理体制、品質管
理体制の欠如

• 多重委託やアジャイル開
発への対応



V-SYSの課題21

• 原則として個人情報を保有しない

• 内閣府のVRSとの連携なし

• V-SYSで発行する接種券付予診票の

情報は２カ月程で削除され、接種券

番号の入力や記載がない

• ワクチン接種実績は配分された自治

体が入力するため、VRSの接種実績

と異なる

• 各自治体や職域接種団体の予約シス

テムと連携していない



VRSの課題22

• 自治体の予防接種台帳、住民基本台帳、接
種予約システムとは「手動」連携

• 厚生労働省のV-SYSとの連携なし

• VRS上のデータの管理権限は個別自治体に
論理分離されているため、ワクチンを住民
登録外の方に接種すると接種記録のオーナ
が移動し、ワクチン接種統計に狂いが生じ
る

• V-SYS発行の接種券付予診票は国保連経由
で紙で届くため入力が2か月程遅れる

• マイナンバー法の緊急事態条項適用のため、
本人同意がないと他自治体から情報を移行
できない



ゼロトラストで求められる個人情報管理上の課題
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• 行政機関・地方自治体だけではなく、民間も共同で利用するクラウド上のシステムでの個

人情報取扱いにかかる統一的な管理体制、監査・内部統制が欠如していること

• 要配慮個人情報を匿名化仮名化し、AIで分析することやオープンデータ化することに対し

ての、統一的な基準や法整備が欠如していること

• 個々のデータのオーナである自治体は、個別の個人情報保護条例に基づいて運用している

ことから、欧州一般データ保護規制GDPRの十分性認定を受けていないため、情報漏えい等

のセキュリティインシデント発生時には、制裁金リスクを負っていること

• 個々の自治体が、住基ネット以降もオンライン結合禁止を原則としていること

デジタル関連法の改正個人情報保護法等で、改善可能



行政のシステム構築にあたっての課題
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• システム構築・運用にかかる品質管理、進捗管理をできる職員不足

• 多重下請け依存(COCOA問題)、海外事業者への再委託問題(LINE問題)

• 各行政機関・地方自治体が個別システムを利用していると共にネットワーク分離

が定められていたため、連携機能構築やアクセス制限・制御が複雑化

• 縦割りでシステムが構築され、システムへの統一的な監査機能、内部統制がない

デジタル関連法で、これらほとんどの課題が改善可能で、

行政情報を串刺しで管理することが可能に ≠ 一元管理


